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雷保護の基本原則

①雷放電を防止する自然の気象現象を変更できる装置又は方法は、存
在しない

②建築物等への直接・近傍への落雷は、人間、建築物等に対して危険
を及ぼす

これが、雷保護対策を実施する理由

対策を実施することによって雷被害を確実に低減することができる。
対策は、設計、施工及び保守に対する基準を2つに分けて構築する。

①建築物と人命の保護対策（LPS）

②建築物内の電気・電子システムの保護対策（SPM）
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・どのような損傷と損失があるか ・各被害に対するリスクの分類

・対策後のリスクと許容リスクの比較 ・雷保護レベル、LPSのクラスの選択

・雷保護の必要性 ・雷パラメータ
・雷保護対策の種類と選定 ・雷保護対策の基本的基準

内部雷保護システム

外部雷保護システム

SPDによるサージ制
限

雷サージ低減設計

接地極システム

受雷部システム

引下げ導線システム

雷等電位ボンディング

外部LPSの絶縁

雷保護ゾーン（LPZ）

接地と雷等電位ボンディング

磁気遮蔽と配線ルート

電源系の保護

情報・通信系の保護

検査

保守

点検

JIS Z 9290-1
雷保護：一般原則

IEC 62305-2
リスクマネ-ジメント

JIS Z 9290-3
建物と人命の保護

（LPS）

JIS Z 9290-4
電気・電子機器の保護

（SPM）

雷保護規格について

JIS C 5381-11、12
JIS C 5381-21、22

IEC62561-1～8
LPSコンポーネント
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建築基準法

建築物

建築基準法施行令

高さ20ｍを
超える

危険物

消防法 危険物の規制に関す
る政令

指定数量
10倍以上

危険物の規制に関する規則

JIS Z 9290-3：2019

文化財保護法

重要文化財

重要文化財等防災施設整備事業指針

JIS A 4201：2003 又は 最新のJIS
又は 文化財建造物の雷保護

建設省・国交省告示

JIS Z 9290-3：2019

雷保護設備の設置基準（2025.4.1現在）
【建物種類】 【設置基準】 【雷保護設備の構造】
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建築基準法

建築物

建築基準法施行令

高さ20ｍを
超える

H12年建設省告示1425号

JIS A 4201：
1992

H17年国交省告示650号

JIS A 4201：
2003

R6年国交省告示151号

JIS Z 9290-
3：2019

2000年6月1施行

昭和27年制定、日本の規格
改正を経て現在に至る

2005年8月1日施行

IEC 61024-1：1990に準拠
国際的な基準に整合

2025年4月1日施行

IEC 62305-3:2010に準拠
JIS Z 9290-3:2014を制定
TC81雷保護 最新規格に整合

雷保護設備 構造基準の改正履歴

【建物種類】 【設置基準】 【雷保護設備の構造】 JIS A 4201：1952制定

IEC 62305-1:2024.9改正
IEC 62305-2:2024.9改正
IEC 62305-3:2024.9改正
IEC 62305-4:2024.9改正
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建築基準法に基づく告示
国交省告示第151号（令和6年3月8日公布）

令和6年国土交通省告示第151号（要約）
建築基準法施行令 第129条の14第1号の規定に基づき、雷撃によっ
て生ずる電流を建築物に被害を及ぼすことなく安全に地中に流すこと
ができる避雷設備の構造方法を定める件（平成12年建設省告示第
1425号）の一部を次のように改正する。
令和6年3月8日 国土交通大臣 斉藤鉄夫

改正前
避雷設備の構造方法は、JIS A 4201：2003に規定する外部雷保護シ
ステムに適合する構造とすることとする。

改正後
避雷設備の構造方法は、JIS Z 9290-3：2019に規定する外部雷保護
システムに適合する構造とすることとする。
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附則
（施行期日）
１ この告示は、令和7（2025年）年4月1日から施行する。

（経過措置）
２ この告示の施行の日から起算して1年を経過する日までにその工事
に着手する建築物の避雷設備については、この告示による改正後の平
成12年建設省告示第1425号に規定する構造方法によらないで、この
告示による改正前の平成12年建設省告示第1425号に規定する構造方
法によることができる。

告示附則：施行期日と経過措置
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